
３ 款 民 生 費 １ 項 社 会 福 祉 費 １ 目 社 会 福 祉 総 務 費

事 業 名 民生委員費 単位：円

事
業
内
容

計
画
値

遠野市の社会福祉行政の円滑な遂行を図ることを目的とし、地域福祉の充
実を図るため、民生児童委員を「遠野市民生相談員」として委嘱し、報酬
等の費用を負担する。
　民生児童委員及び相談員は、次に掲げる職務に従事する。
１　常に担当区域内の調査を行い、生活の状態を把握し、適切な指導をす
　る。
２　社会福祉施設と連絡協調し、その機能を援助する。
３　社会福祉事業の普及実践及び生活指導を行う。
 
　　民生委員　114人

市民児協定例連絡会
　　　　　　　  12回
各地区民児協　  12回
市民児協専門部会
　　　　　　　　３回

成

果

実
績
値

１　安心して住み続けることができる地域社会づくりに貢献するべく、日
　常の見守りや地域住民の生活状態把握に努めた。
２　地域住民に対し、必要なサービスや制度の住民への提供、地域住民の
　相談等の情報提供を行い、地域福祉充実の中心的役割を担った。
３　市内16カ所の多目的トイレ調査を行い使用者の利便性を検証した。
４　遠野市地域福祉懇談会に参加し、地域の社会福祉の課題解決のため積
　極的に提言をした。
５　市社協、区長と連携し、要援護者に対し緊急安心箱配布を行った。
　
　　民生委員　114人

市民児協定例連絡会
　　　　　　　  12回
各地区民児協　  12回
市民児協専門部会
　　　　　　　　３回

財 源 内 訳
予　算　額 決　算　額

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 一般財源

5,853,000 5,781,857 27,844 5,754,013

事 業 名 社会福祉協議会運営支援事業費 単位：円

事
業
内
容

計
画
値

社会福祉活動の拠点である遠野市社会福祉協議会の円滑な運営と地域福
祉活動の充実を図るとともに、ボランティア活動の促進及び住民ニーズに
対応する事業推進を目的として、次の補助を行う。
　・社会福祉協議会運営補助　　　　　 20,100,000円
　・総合福祉センター管理運営費補助　　7,102,000円
　・地域福祉ネットワーク補助　　　　　2,725,000円
　・福祉団体活動費補助　　　　　　　　1,290,000円

補助予定額
        31,217,000円

成

果

実
績
値

社会福祉協議会が策定した地域福祉活動計画に基づき、地域福祉の着実
な推進とボランティアの育成や福祉団体の活動支援に寄与した。
総合福祉センターは、市民ボランティア及び福祉団体等の活動拠点とし

て管理運営された。

補助交付額
        31,217,000円

財 源 内 訳
予　算　額 決　算　額

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 一般財源

28,492,00031,217,000 31,217,000 2,725,000

民生費 - 37 -



３ 款 民 生 費 １ 項 社 会 福 祉 費 １ 目 社 会 福 祉 総 務 費

事 業 名 被災者支援事業費 単位：円

事
業
内
容

計
画
値

１　災害弔慰金の支給等に関する法律に基づき東日本大震災により被災さ
　れた方(災害関連死含む)へ支給する事業である。
　(1)災害弔慰金　(2)災害障害見舞金　(3)災害援護資金

２　東日本大震災津波により岩手県内で住宅が全壊した被災者が早期の生
　活再建を図るため、住宅を市内に建設又は購入した場合に岩手県と連携
　して補助金を交付する事業である。
　(1)複数世帯…1,000千円　(2)単数世帯…750千円

住宅再建支援事業
(1)複数世帯
　1,000千円×42世帯
         =42,000千円
(2)単数世帯
　 750千円×2世帯
　　　　　=1,500千円

成

果

実
績
値

１　災害弔慰金の支給等に関する法律に基づく支給
　(1)災害弔慰金(2)災害障害見舞金(3)災害援護資金…該当者なし

２　被災者住宅再建支援事業により住宅を市内に建設又は購入した世帯
　　合計40世帯　　人口115人増
　　市内に住民票を定めていただく条件から、より一層の保健・医療・福
　祉等のサービス提供が可能となった。
　【前住所地】山田町２世帯・大槌町14世帯・釜石市20世帯
　　　　　　　大船渡市１世帯・陸前高田市２世帯・遠野市１世帯

住宅再建支援事業
(1)複数世帯
　1,000千円×36世帯
         =36,000千円
(2)単数世帯
　 750千円×4世帯
　　　　　=3,000千円
・建設　28世帯
・購入　12世帯

財 源 内 訳
予　算　額 決　算　額

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 一般財源

68,490,000 46,299,545 25,976,000 20,323,545

事 業 名 希望の郷「絆」サポートセンター管理運営事業費 単位：円

事
業
内
容

計
画
値

希望の郷「絆」仮設住宅団地内にサポート拠点を設置し、総合相談や地
域交流等避難生活に必要となる暮らしの情報提供、健康管理のサポートを
実施する。
遠野市社会福祉協議会の生活支援相談員が常駐し、遠野市と社会福祉協

議会が連携してサポートセンターの運営を行う。

市内避難世帯への訪問
相談の実施　 150世帯

成

果

実
績
値

　広報誌（サポートセンターだより）の発行　12回
　市内避難者の訪問相談等　　　　　　のべ2,355人
　地元自治会と連携した地域交流イベントの実施　　443回
　（花火大会、盆踊り、ひな祭り、追悼の会など）　のべ4,543人参加

サポートセンターの生活支援相談員と地元自治会が連携した取組によ
り、市内避難者と地域住民との交流が図られ、避難生活の不安解消につな
がった。

市内避難世帯への訪問
相談の実施　 150世帯

財 源 内 訳
予　算　額 決　算　額

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 一般財源

1272,320,000 1,250,127 1,250,000

民生費 - 38 -



３ 款 民 生 費 １ 項 社 会 福 祉 費 １ 目 社 会 福 祉 総 務 費

事 業 名 縁がつなぐ仮設住宅整備事業費 単位：円

事
業
内
容

計
画
値

仮設住宅の給湯器には追焚き機能がなく入浴の都度水道代が掛かり入居
者の負担となっていたため、追焚き機能付給湯器へ更新する。
また、長引く仮設住宅での生活で生活用品や家財道具等が増え室内が手

狭になったことにより、倉庫を整備する。
何れも、東日本大震災による仮設住宅入居者全般からの要望があるもの

で、災害救助費等負担金により整備する。

追焚き給湯器　　40戸
倉庫　 　　　 　40戸

成

果

実
績
値

応急仮設住宅希望の郷『絆』の入居者へ希望調査を実施し、希望のあっ
た30戸の給湯器を追焚き機能付給湯器に更新し、33戸の倉庫を整備した。
　平成25年４月現在、仮設住宅全40戸のうち35戸が入居している。

追焚き給湯器　　30戸
倉庫　 　　　 　33戸

財 源 内 訳
予　算　額 決　算　額

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 一般財源

15,260,000 14,768,250 14,768,250

事 業 名 冬のぬくもり応援事業費 単位：円

事
業
内
容

計
画
値

冬季における経済的負担の軽減を図り、もって地域福祉の向上に寄与す
ることを目的に灯油購入費等に係る助成券を交付するものである。今年度
は、市内の高齢者、障がい者等のいる市民税非課税世帯に加え、東日本大
震災により沿岸被災地から本市に避難されている方へも交付し、取扱店と
して新規にタクシー事業所とも協定した。

【配布】１世帯当たり　助成券10,000円
【取扱店】市内で営業し、市と協定を締結した事業所　174店舗
【利用期間】平成25年1月18日～3月31日

対象世帯
・高齢者　 1,730世帯
・重度障害 　163世帯
・子育て　   317世帯
・避難世帯　 175世帯
　　計 　　2,385世帯

成

果

実
績
値

19年度から21年度を除き５年目でもあり、冬季の早い時期から助成を開
始し、申請から助成券の利用方法まで定着したことから、スムーズに実施
することができた。
また、23年度に引き続き、沿岸被災地からの避難者にも手渡しにより交

付したので非常に好評であり支援の一助となった。
更に、福祉向上の目的から市内タクシー事業所とも協定し利用実績が

あった。　1,000円×39枚=39,000円

申請世帯
・高齢者　 1,574世帯
・重度障害 　143世帯
・子育て　   265世帯
・避難世帯　 121世帯
　　計 　　2,103世帯

　　　申請率　88.2％

財 源 内 訳
予　算　額 決　算　額

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 一般財源

20,395,77526,108,000 21,605,775 1,210,000

民生費 - 39 -



３ 款 民 生 費 １ 項 社 会 福 祉 費 ２ 目 障 害 福 祉 費

事 業 名 重度心身障害者医療費給付事業費 単位：円

事
業
内
容

計
画
値

重度心身障害者に対して医療費の一部を給付し、適正な医療の確保及び
生活の安定と健康保持を図り、福祉の増進に資する。
　以下の対象者に対し、医療費の自己負担の一部を給付する。
　１　身体障害者手帳の交付を受けている者で、障害の等級が１級または
　　２級の者
　２　特別児童扶養手当の支給対象児童で障害の等級が１級に該当する者
　３　国民年金法の１級の障害基礎年金を支給されている者
　４　療育手帳Ａ級を所持している者

対象者数　　　 901人
１人当たり給付費
　　　　 　121,905円

成

果

実
績
値

医療費の自己負担額から、医療機関ごとに１カ月当たり入院は 2,500円
を超える額、入院外は750円を超える額をそれぞれ給付した。また非課税
世帯へは全額を給付し、福祉の増進を図った。

給付者の月平均は後期高齢者医療被保険者以外の者411人、後期高齢者
医療被保険者493人、合計 904人で、支給総額は104,230,915円となった。

対象者数　　　 904人
１人当たり給付費
　　　　　 115,299円

財 源 内 訳
予　算　額 決　算　額

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 一般財源

110,228,000 105,890,744 42,153,067 15,961,574 47,776,103

事 業 名 身体障害者３級医療費給付事業費 単位：円

事
業
内
容

計
画
値

身体障害者手帳３級の所持者に対して医療費の一部を給付し、生活の安
定を図るとともに、身体障害者の福祉の増進に資する。

対象者数　　　 212人
１人当たり給付費
　　　　　　32,703円

成

果

実
績
値

対象者 214人に対して医療費自己負担の２分の１の額を給付し、健康保
持と福祉の増進を図った。

　支給総額　6,708,632円

対象者数　　　 214人
１人当たり給付費
　　　　　　31,349円

財 源 内 訳
予　算　額 決　算　額

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 一般財源

6,650,9097,264,000 7,253,993 603,084

民生費 - 40 -



３ 款 民 生 費 １ 項 社 会 福 祉 費 ２ 目 障 害 福 祉 費

事 業 名 障害者福祉推進事業費 単位：円

事
業
内
容

計
画
値

１　障がい者の福祉を増進するための一般事務経費及び障がい者、障がい
　者団体等の相互の交流を深め社会参画に資することを目的とした岩手県
　障がい者スポーツ大会等への参加事業費。
　(1) 岩手県障がい者スポーツ大会等参加
　(2) 身体障害者・知的障害者相談員の配置

２　自殺対策の一環としてこころの健康づくりを支援する人材の育成をす
　るゲートキーパーの養成及び傾聴ボランティアの養成・育成事業。

３　うつ病予防の啓発活動（パンフレット配布等）

スポーツ大会参加者数
  　　　　　　 100名
相談員配置
　　　　　  身体11名
　　　　　  知的３名
ゲートキーパー養成講
座　　　 　 　　10回
傾聴ボランティア
　養成講座  　　３回
　育成講座  　　２回

成

果

実
績
値

１　第14回岩手県障がい者スポーツ大会が６月２日、岩手県営運動公園を
主会場に開催され、選手・応援団等80名が参加し交流を深めることがで

きた。

２　身体障害者相談員（11名）、知的障害者相談員（３名）を配置し、相
　談対応をしている。

３　ゲートキーパー養成講座を10回開催し267名が受講。傾聴ボランティ
　ア養成講座を３回、育成講座を５回開催し、受講者はそれぞれ述べ79
　名、52名で今後の活動が期待される。
　　また、傾聴活動の資質向上が図られた。

スポーツ大会参加者数
　　　　　　　  80名
相談員配置
　　　　　  身体11名
　　　　　  知的３名
ゲートキーパー養成講
座　　　　 　　 10回
傾聴ボランティア
　養成講座 　　 ３回
　育成講座 　　 ５回

財 源 内 訳
予　算　額 決　算　額

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 一般財源

3,943,000 3,560,463 1,110,314 2,450,149

事 業 名 障害者地域生活支援事業費 単位：円

事
業
内
容

計
画
値

障がい者及び障がい児が地域で自立した日常生活を営むことができるよ
う地域の特性や利用者の状況に応じた柔軟な事業を効率的・効果的に実施
し、地域の障がい者福祉の増進に資する。
　①障害者相談支援事業
　②社会参加促進事業
　③日常生活用具給付事業
　④日中一時支援事業
　⑤移動支援事業
　⑥地域活動支援センターⅡ型・Ⅲ型事業
　⑦訪問入浴サービス事業
　⑧コミュニケーション支援事業　⑨職親事業

相談支援専門員　１名
日常生活用具給付件数
　　　　　　　 140件
日中一時支援事業
　　　　　　３事業所
地域活動支援センター
Ⅱ型事業　　４事業所
Ⅲ型事業　　１事業所

成

果

実
績
値

１　障がい者の自立した生活を支援するため、日常生活用具の支給や日中
　活動の支援を行い、地域の障がい者福祉の増進を図った。

２　平成24年５月に地域活動支援センター「カムカム」が開所され、障が
　い者の交流の場として利用されている。

３　平成24年10月に「遠野市ふれあい交流会」を福祉センターで開催し、
　ゲーム等を通じ当事者と支援者等の交流を深めることができた。
　（参加者177名）

相談支援専門員　１名
日常生活用具給付件数
　　　　　　　 170件
日中一時支援事業
　　　　　　５事業所
地域活動支援センター
Ⅱ型事業　　４事業所
Ⅲ型事業　　１事業所

財 源 内 訳
予　算　額 決　算　額

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 一般財源

15,455,10329,682,000 27,268,365 11,813,262

民生費 - 41 -



３ 款 民 生 費 １ 項 社 会 福 祉 費 １ 目 社 会 福 祉 総 務 費

事 業 名 障害者自立支援介護給付費 単位：円

事
業
内
容

計
画
値

障害者自立支援法に基づく障害福祉サービスの利用に対し、自立支援給
付費（介護給付費等）を支給する。また、身体障がい者が補装具を購入又
は修理する費用を支給する。
　・自立支援給付
　　訪問系サービス：ホームヘルプ、短期入所等
　　日中活動系サービス：生活介護、就労継続支援等
　　居住系サービス：グループホーム、ケアホーム、施設入所支援
　・補装具費支給

障がい者グループホー
ム数　　 　　 ６施設
自立支援給付   250人
補装具費支給
　　　　　 延べ120人

成

果

実
績
値

障害者自立支援法の趣旨に則り、介護給付等事業や補装具給付事業を実
施したことにより障がい者福祉の向上を図った。

障がい者グループホー
ム数　　 　　 ６施設
自立支援給付   290人
補装具費支給
　　　　　  延べ66人

財 源 内 訳
予　算　額 決　算　額

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 一般財源

545,144,000 540,952,086 421,797,131 155,200 118,999,755

事 業 名 障害者自立支援医療給付費 単位：円

事
業
内
容

計
画
値

障害者自立支援法の趣旨に則り、障がい者の障がいの状態の軽減を図り
自立した日常生活を営むため、その障がいを治療するための医療給付。
　・本人原則１割負担（世帯の所得に応じた上限額有）
　・都道府県が指定した指定自立支援医療機関での医療が対象

給付者　　10名

成

果

実
績
値

平成24年度は、10名に医療給付を行い、経済的な負担の軽減を図った。
主に、人工透析と人工股関節手術を受ける方への給付を行った。

給付者　　10名

財 源 内 訳
予　算　額 決　算　額

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 一般財源

5,575,45912,760,000 12,212,279 6,636,820

民生費 - 42 -



補

３ 款 民 生 費 １ 項 社 会 福 祉 費 ２ 目 障 害 福 祉 費

事 業 名 特別障害者手当 単位：円

事
業
内
容

計
画
値

在宅の重度障がい者（児）に対して、その障がいによる経済的な負担を
軽減するため、特別障害者手当等を支給する。
　（支給月：５月、８月、11月、２月）
①特別障害者手当　26,340円/月（平成24年４月から26,260円/月）
②障害児福祉手当　14,330円/月（平成24年４月から14,280円/月）
③経過的福祉手当　14,330円/月（平成24年４月から14,280円/月）

特別障害者手当　67名
障害児福祉手当　13名
経過的福祉手当　１名

成

果

実
績
値

在宅の重度障がい者（児）の日常生活及び家庭内又は社会における生活
の安定を図るために、経済的支援をすることができた。
経過的福祉手当については、平成24年度から支給要件に該当する者はい

ない。

特別障害者手当　55名
障害児福祉手当　15名
経過的福祉手当　なし

財 源 内 訳
予　算　額 決　算　額

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 一般財源

21,988,000 21,803,800 16,422,802 5,380,998

事 業 名 福祉タクシー事業費 単位：円

事
業
内
容

計
画
値

重度障がい者等に対し、タクシー料金の一部を助成することにより、社
会参加の促進及び通院等の日常生活における移動の支援を図るため、福祉
タクシー助成券（初乗り料金分 580円）を、月２枚交付。

【対象者】
１　身体障害者手帳１・２級
２　療育手帳Ａ
３　精神障害者保健福祉手帳１級のいずれかの手帳を所持している者。
　　ただし、施設入所者や自動車税の減免を受けている者は除く。

【契約事業者】
　遠野交通㈱、まるきタクシー㈲、宮守交通㈱

利用人数　　　 250人
交付枚数　　 6,000枚
利用枚数　　 4,500枚
利用率　　　 　 75％

成

果

実
績
値

社会参加や通院等に福祉タクシー助成券が利用されており、障がい者福
祉の向上に寄与した。

【利用内訳】（交付者数289名）
１　身体障害者手帳１・２級の者　　　223名利用　4,044枚使用
２　療育手帳Ａの者　　　　　　　 　　４名利用　　 93枚使用
３　精神障害者保健福祉手帳１級の者　 11名利用　　253枚使用

交付者数　　　 289人
利用人数　　 　238人
交付枚数　　 6,480枚
利用枚数　 　4,390枚
利用率　　 　67.75％

財 源 内 訳
予　算　額 決　算　額

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 一般財源

2,644,9522,773,000 2,644,952

民生費 - 43 -



３ 款 民 生 費 １ 項 社 会 福 祉 費 １ 目 社 会 福 祉 総 務 費

事 業 名 障害者福祉施設運営支援事業費 単位：円

事
業
内
容

計
画
値

社会福祉法人睦会が知的障害者授産施設「石上の園」及び身体障害者授
産施設「遠野コロニー」の施設整備のため、並びに社会福祉法人ともり会
が身体障害者療護施設「高舘の園」の施設整備のため、福祉医療機構及び
民間金融機関から借り入れた資金に係る償還元金及び利息について、債務
負担行為契約に基づき補助金を交付する。

対象法人　　　２法人
　　　　　　(３施設)

成

果

実
績
値

社会福祉法人睦会が知的障害者授産施設「石上の園」及び身体障害者授
産施設「遠野コロニー」の施設整備のため、福祉医療機構及び民間金融機
関から借り入れた資金に係る償還元金及び利息の繰上一括償還に伴い、補
助金を交付した。
　償還元金の繰上一括償還により、返済利息3,393,951円が軽減された。
社会福祉法人ともり会が身体障害者療護施設「高舘の園」の施設整備の

ため、福祉医療機構から借り入れた資金に係る償還元金及び利息につい
て、補助金を交付した。（平成25年度まで）

対象法人　　　２法人
　　　　　　(３施設)

財 源 内 訳
予　算　額 決　算　額

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 一般財源

109,046,000 109,011,465 83,000,000 26,011,465

事 業 名 障害者自立支援特別対策事業費 単位：円

事
業
内
容

計
画
値

障害者支援施設や障害福祉サービス事業所が行う事業に対し、新体系へ
の円滑な移行の推進と事業運営を安定化させるため助成する。

①事業運営安定化事業（平成24年３月提供分）

②移行時運営安定化事業（平成24年３月提供分）
平成23年度末までの事業が対象であったが、平成24年度末まで延長さ

れ、事業運営安定化事業が新体系定着支援事業に名称変更された。

③新体系定着支援事業（平成24年４月提供分から）
障害者自立支援法の改正に対応するため、障害福祉サービス受給者管理

システムの導入を行う。

事業運営安定化
　　　　　　　４施設

移行時運営安定化
　　　　　　　３施設

成

果

実
績
値

障害者支援施設や障害福祉サービス事業所に適切な助成をすることによ
り、事業所等の運営の安定化、通所サービスの利用促進等に寄与し、もっ
て障がい者及び障がい児の自立した生活を支援することができた。
また、障害者自立支援法改正に対応するため障害福祉サービス受給者管

理システムを導入することにより事務の効率化が図られた。

事業運営安定化
　　　　　　　４施設

移行時運営安定化
　　　　　　　３施設

新体系定着支援
　　　　　　　５施設

財 源 内 訳
予　算　額 決　算　額

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 一般財源

1,981,49912,461,000 9,628,353 7,646,854

民生費 - 44 -



３ 款 民 生 費 １ 項 社 会 福 祉 費 ２ 目 障 害 福 祉 費

事 業 名 障害者自立支援特別対策事業費(繰越明許費) 単位：円

事
業
内
容

計
画
値

障害者自立支援法並びに遠野市障害福祉計画の地域生活支援事業に基づ
き、利用者及び家庭や地域との結びつきを重視するとともに、障害福祉
サービス事業者等と連携し、障がい者の社会との交流の促進等を図るた
め、地域活動支援センター（Ⅲ型）「カムカム」の開設に向け、ボラン
ティア活動センター「ちょボラ」の施設改修に要する経費を補助する。

施設改修　　　　一式

成

果

実
績
値

ボランティア活動センター「ちょボラ」の施設改修を行い、地域活動支
援センター（Ⅲ型）「カムカム」を開設することで、利用者や家庭の意思
及び人格を尊重し、障がい者の社会との交流の促進等を図ることができ
た。

【全体事業費】
　6,405,000円（うち国県支出金3,000,000円）

【地域活動支援センター事業内容】
生産活動及び創作活動の提供及び支援、社会交流活動の提供及び支援利

用登録者17名、延べ利用日数844日

施設改修　　　　一式

財 源 内 訳
予　算　額 決　算　額

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 一般財源

3,048,000 2,961,000 2,961,000

３ 目 老 人 福 祉 費

事 業 名 老人保護措置費 単位：円

３ 款 民 生 費 １ 項 社 会 福 祉 費

事
業
内
容

計
画
値

老人福祉法に基づき、65歳以上の高齢者で身体上若しくは精神上又は環
境上の理由及び経済的理由により、居宅において養護を受けることが困難
な者の福祉の向上を図るため、養護老人ホームに措置入所させる。養護老
人ホーム長寿の森吉祥園（社会福祉法人とおの松寿会）のほか､他市の養
護老人ホームにも措置している。また、要援護高齢者への家族の虐待など
の事実が判明した場合など、高齢者を緊急に保護する必要がある時には、
介護保険法を適用せず、老人福祉法により特別養護老人ホームに入所させ
ることも可能である。

入所者数　　　　55人

成

果

実
績
値

入所判定委員会を開催し、養護老人ホーム入所の要否の判定を行うほ
か､居宅において養護を受けることが困難な者を養護老人ホームに入所措
置し､当該高齢者の心身の健康保持及び生活の安定を図った。
　▽入所状況(平成25年３月末現在の入所措置者数は55人）
　　・養護老人ホーム長寿の森吉祥園（遠野市）　45人
　　・養護老人ホーム祥風苑（大船渡市）　　　　６人
　　・養護老人ホーム宝寿荘（花巻市）　　　　　２人
　　・養護老人ホーム北星荘（北上市）　　　　　１人
    ・養護老人ホーム寿水荘（奥州市）　　　　　１人

入所者数　　　　55人

財 源 内 訳
予　算　額 決　算　額

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 一般財源

124,220,000 122,588,101 19,930,296 102,657,805

民生費 - 45 -



３ 款 民 生 費 １ 項 社 会 福 祉 費 ３ 目 老 人 福 祉 費

事 業 名 シルバー人材センター運営事業費 単位：円

事
業
内
容

計
画
値

高齢者就業機会確保事業費等補助金（シルバー人材センター事業）に係
る事業執行方針（厚生労働省）に則り、遠野市シルバー人材センター運営
事業費を補助する。

運営事業費補助額
　　　　10,100,000円
会員数　　　　 350人
就業延べ人数
　　　　　18,000人日
会員受取配分金総額
　　　　60,000,000円
就業率　　　　 100％

成

果

実
績
値

遠野市シルバー人材センターの活動による就業を通して、高齢者の生き
がいの充実、就業能力の向上、社会参加につながった。就業率は、平成９
年度から15年間連続100％を達成したことにより、公益社団法人全国シル
バー人材センター事業協会から優良シルバー人材センターとして全国表彰
を受賞した。
　また、公益社団法人への移行に取り組み、移行手続きを完了した。

運営事業費補助額
　　　　10,100,000円
会員数　　　　 274人
就業延べ人数
　　　　　15,520人日
会員受取配分金総額
　　　　50,197,256円
就業率　　　　 100％

財 源 内 訳
予　算　額 決　算　額

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 一般財源

10,100,000 10,100,000 10,100,000

事 業 名 介護保険サービス利用者支援事業費 単位：円

事
業
内
容

計
画
値

介護保険サービスを利用する低所得者が、通常10％の利用者負担で利用
抑制されないように、国の特別対策と市の独自対策を含めて利用者負担の
4.5％(施設2.5％)を軽減することで低所得者のサービス利用を促進する。

・対象サービス（社会福祉法人が実施するサービス）
　…　訪問介護(予防)、通所介護(予防)、短期入所生活介護(予防)、訪問
　　看護(予防)、訪問入浴介護(予防)、介護老人福祉施設

利用対象者延べ人数
　　　　　　　 256人

成

果

実
績
値

介護を要する状態となっても可能な限り自宅で自立した日常生活を営め
るようにすることが介護保険の制度目的のひとつである。従って、必要な
介護サービスを総合的、一体的に提供するために、サービス利用の自己負
担(10％)によって利用が抑制されることのないよう、低所得者への軽減を
実施し、これにより低所得者のサービス利用が図られている。

利用対象者延べ人数
　　　　　　　 256人

財 源 内 訳
予　算　額 決　算　額

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 一般財源

3,765,6635,369,000 5,231,663 1,466,000

民生費 - 46 -



３ 款 民 生 費 １ 項 社 会 福 祉 費 ３ 目 老 人 福 祉 費

事 業 名 生活支援ハウス運営事業費 単位：円

事
業
内
容

計
画
値

60歳以上の一人暮らし、夫婦のみの世帯及び家族による援助を受けるこ
とが困難な者で高齢等のため独立して生活することに不安のある場合、生
活支援ハウス長寿園（介護支援機能、居住機能及び交流機能を総合的に提
供する施設）に一時的に入所させることで、退所後も在宅において安心し
た生活が送れるよう支援する。
生活支援ハウス長寿園は、社会福祉法人とおの松寿会が経営する「特別

養護老人ホーム遠野長寿の郷」内にあり、運営を委託している。

実利用人数　　　22人
延利用日数
　　　　　　 2,000日

成

果

実
績
値

冬期間や退院直後の体調不良等、在宅生活が困難となる高齢者等に生活
の場を一時的に提供した。支援ハウス利用後は、住み慣れた地域や自宅で
継続して生活することに結びついている。

実利用人数　　　21人
延利用日数
　　　　　　 2,187日

財 源 内 訳
予　算　額 決　算　額

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 一般財源

9,583,000 9,309,840 320,483 8,989,357

事 業 名 高齢者在宅福祉事業費 単位：円

事
業
内
容

計
画
値

高齢者が長年住み慣れた地域社会でできるだけ長く自立した生活を送れ
るよう集いの場の提供、生きがいづくりや健康づくりの推進、認知症予防
や寝たきり防止のための指導を行う。また、在宅生活を支援するための
サービス提供や日常生活用具の貸与や給付を行う。

１　ふれあい・いきいきサロン事業補助
２　生きがい活動支援通所事業
３　外出支援サービス事業
４　軽度生活援助事業
５　生活管理指導短期宿泊事業
６　日常生活用具の貸与及び給付

ふれあい・いきいきサ
ロン 27団体、376回
生きがい活動
　　　　　　 6,500人
外出支援　　 1,850回
軽度生活援助
　　　　　　 1,800回
短期宿泊　　　 140日
緊急通報装置　　35台
電磁調理器　　　５台
火災警報器　　　10個
自動消火器　　　10個

成

果

実
績
値

１　社会福祉協議会が実施する「ふれあい・いきいきサロン」事業を支援
　し、高齢者の交流の機会を図った。
２　生きがい活動支援通所事業の実施により、外出機会の少ない高齢者の
　貴重な交流等の機会となった。
３　寝たきり等で病院受診が困難な高齢者に特殊車両により送迎を行い、
　通院時等の負担を軽減した。
４　加齢による身体機能の低下等で、除雪や食材確保等日常生活に支障の
　ある高齢者世帯に軽度の生活援助を行った。
５　体調不良等で在宅生活が困難となった一人暮らし高齢者等が、一時的
　に施設入所し、体調調整を図った。
６　心疾患等を抱える高齢者世帯に緊急通報装置を貸与し、急病時等の通
　報ができるようにした。
　　また、認知機能の低下が見られる低所得の高齢者世帯に自動消火器を
　給付した。

ふれあい・いきいきサ
ロン　 27団体、340回
生きがい活動
　　　　　　 6,053人
外出支援　　 1,565回
軽度生活援助
　　　　　　 1,598回
短期宿泊　　　 163日
緊急通報装置　　17台
自動消火器　　　２個

財 源 内 訳
予　算　額 決　算　額

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 一般財源

31,497,29737,516,000 35,890,747 4,393,450

民生費 - 47 -



374,640375,000 374,640

成

果

実
績
値

システムの改修業務を実施し、後期高齢者医療制度の円滑な実施を図っ
た。

委託業務　　　　１件

財 源 内 訳
予　算　額 決　算　額

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 一般財源

事 業 名 後期高齢者一般事務費（繰越明許費） 単位：円

事
業
内
容

計
画
値

住民基本台帳法改正に伴い、平成23年度に後期高齢者医療システム改修
業務に着手したが、年度内に完了しないため平成24年度に繰越を行い改修
業務を実施する。

委託業務　　　　１件

一般財源

242,474,000 242,473,746 202,000,000 40,473,746

財 源 内 訳
予　算　額 決　算　額

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

事
業
内
容

計
画
値

社会福祉法人とおの松寿会が特別養護老人ホーム「遠野長寿の郷」の施
設整備のため、並びに社会福祉法人ともり会が特別養護老人ホーム「みや
もり荘」の施設整備のため、金融機関から借り入れた資金に係る償還元金
及び利息について、債務負担行為契約に基づき補助金を交付する。

対象法人　　２法人

成

果

実
績
値

社会福祉法人とおの松寿会が特別養護老人ホーム「遠野長寿の郷」の施
設整備のため、並びに社会福祉法人ともり会が特別養護老人ホーム「みや
もり荘」の施設整備のため、金融機関から借り入れた資金に係る償還元金
及び利息の繰上一括償還に伴い、補助金を交付した。
　償還元金の繰上一括償還により、返済利息13,178,303円が軽減された。

対象法人　　２法人

３ 目 老 人 福 祉 費

事 業 名 単位：円介護老人福祉施設運営支援事業費

３ 款 民 生 費 １ 項 社 会 福 祉 費
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27,131,54034,441,000 34,440,240 7,308,700

成

果

実
績
値

　運営費補助金の交付により、遠野市保育協会の円滑な運営を支援した。
特別保育事業及び子育て支援センター事業の委託により、保育サービス

並びに在宅児童及び保護者の子育て支援の充実を図った。
　・運営費補助金交付額　　　　　　　　　　　　　　17,356,000円
　・特別保育事業及び子育て支援センター事業委託費  16,874,240円
　・平成23年度子育て支援交付金確定に伴う精算返還金　 210,000円

特別保育事業　５事業

地域子育て支援セン
ター　　　　　１カ所

財 源 内 訳
予　算　額 決　算　額

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 一般財源

事 業 名 単位：円

事
業
内
容

計
画
値

保育園の円滑な運営を図るには、保育の実施を委託している遠野市保育
協会の円滑な運営が基本となることから、運営費を補助する。
　保育サービスの向上を図るため、次の事業を委託する。

１　障がい児保育事業
２　保育所地域活動事業
３　延長保育促進事業
４　一時保育促進事業
５　休日保育事業
６　地域子育て支援センター事業

特別保育事業　５事業

地域子育て支援セン
ター　　　　　１カ所

遠野市保育協会運営事業費

一般財源

596,000 510,546 500,000 10,546

財 源 内 訳
予　算　額 決　算　額

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

事
業
内
容

計
画
値

新生児の保護者に、誕生記念の写真立てを贈り、誕生のお祝いと次子誕
生に向けた激励、郷土愛の醸成を図る。

配布見込数　 　225人

成

果

実
績
値

平成25年３月配布分までに186人の新生児の保護者に写真立てを贈呈し
た。
写真立ての贈呈は、地域コミュニティの強化や育児相談などの役割を担

う当該地域の主任児童委員及び民生児童委員を通じて配布した。

配布者　　 　　186人
      (対象者 186人)

１ 目 児 童 福 祉 総 務 費

事 業 名 こんにちは赤ちゃん奨励事業費 単位：円

３ 款 民 生 費 ２ 項 児 童 福 祉 費
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３ 款 民 生 費 ２ 項 児 童 福 祉 費 １ 目 児 童 福 祉 総 務 費

事 業 名 看護保育安心サポート事業費 単位：円

事
業
内
容

計
画
値

子どもの権利の保障を目的に、子育て環境整備の一環として整備した
「遠野市病児等保育施設 わらっぺホーム」の運営を遠野市保育協会へ委
託し、就労と子育ての両立を支援するとともに、児童の健全な育成に寄与
する。

開設日数　　　 240日
登録者数　　　 150人
利用者数　　　 500人

成

果

実
績
値

　開所から３年が経過し、利用者数は年々増加している。子育て中の家庭
に対し、就労と子育ての両立を支援することができた。
　・平成24年度（開設日数243日）
　　登録者数219人、年間利用者数延べ559人（１日平均2.30人）

《参考》
　・平成22年度（開設日数213日）
　　登録者数152人、年間利用者数延べ290人（１日平均1.36人）
　・平成23年度（開設日数242日）
　　登録者数188人、年間利用者数延べ508人（１日平均2.09人）

開設日数　　 　243日
登録者数　　 　219人
利用者数　　 　559人
 　(実数　　  299人)
利用者の年齢
　　　  ０歳から10歳

財 源 内 訳
予　算　額 決　算　額

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 一般財源

12,778,000 12,481,315 5,766,666 1,059,000 5,655,649

事 業 名 わらすっこプラン推進事業費 単位：円

事
業
内
容

計
画
値

遠野市少子化対策・子育て支援総合計画（通称：遠野わらすっこプラ
ン）に基づき、市内の子どもや保護者だけでなく、子どもの権利を保障す
る大人も対象とした事業を展開する。

１　遠野市わらすっこ条例普及啓発事業
２　遠野市わらすっこ支援委員会運営事業
３　遠野市わらすっこ基金事業

条例の普及啓発イベン
ト開催

わらすっこ基金助成事
業件数　　　　３団体

わらすっこ基金の管理

成

果

実
績
値

１　親子のふれあいとお互いの交流を通じて、家庭の絆をもう一度見直
　し、子どもの権利保障の普及啓発と、児童の健全育成を目的に「ハッピ
　ーバースデーゆりかご＆元気わらすっこ暖らん会」を開催し、市内外の
　親子がベビーマッサージ講座などの親子ふれあい講座や、ジャガー横田
　ご夫妻によるトークショーに約 390人が参加した。
２　わらすっこ支援委員会は、わらすっこプランをはじめとした子育て支
　援施策の更なる充実を図るため計５回開催し、わらすっこプラン推進事
　業等の検証評価を行い、施策案を互いに発表しあうなど、次年度以降の
　施策につながる事業提案がなされた。
　　わらすっこ基金助成事業では、申請のあった遠野一輪車クラブに
　 270,000円の助成金を交付し、児童の体力向上と心身の健全な育成に寄
　与した。（当初申請は２団体であったが、事業が翌年度に延期となり、
　１団体への助成となった。）
３　わらすっこ基金への寄附金10件 741,000円、運用利子13,450円及び市
　の一般財源からの積増し10,000,000円、合計10,754,450円を積立てた。

条例の普及啓発イベン
ト開催　　　　１事業

わらすっこ基金助成事
業件数
　 １団体　270,000円

わらすっこ基金の増減
　積立額10,754,450円
　取崩額 5,469,000円
　残額　22,470,270円

財 源 内 訳
予　算　額 決　算　額

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 一般財源

10,919,73514,259,000 12,938,185 2,018,450
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一般財源

8,611,000 7,533,054 7,533,054

財 源 内 訳
予　算　額 決　算　額

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

事
業
内
容

計
画
値

　市内に在住する小学生及び市内に在住する者に養育される小学生の医療
費の一部を給付し、心身の健康を保持するとともに生活の安定を図り、小
学生の福祉の増進に資する。

対象者数　　 1,000人

１人当たり給付費
　　　　　　 6,190円

成

果

実
績
値

対象者 964人に対して医療費自己負担の２分の１の額を給付し、小学生
の健康保持と福祉の増進を図った。
　
　支給総額  6,583,481円

対象者数　　   964人

１人当たり給付費
　　　　　　 6,829円

２ 目 児 童 措 置 費

事 業 名 小学生医療費給付事業費 単位：円

３ 款 民 生 費 ２ 項 児 童 福 祉 費

一般財源

341,000 273,681 259,153 14,528

財 源 内 訳
予　算　額 決　算　額

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

事
業
内
容

計
画
値

障害児施設措置費（給付費等）国庫負担金等を活用し、就学中の障がい
児に、放課後や土日祝日、夏休み等の長期休業期間に、生活能力の向上の
ために必要な訓練、社会との交流促進等を図ることを目的に、県が指定す
る障害児通所支援事業所を利用した際の費用等を支援する。

利用者数　３人

成

果

実
績
値

児童福祉法の改正に伴い、平成24年度から実施主体が県から市に移行さ
れた事業であり、障がい児の放課後等デイサービス事業として、生活能力
の向上のために必要な訓練、社会との交流促進等を図るため、花巻市ルン
ビニー学園へ通所する２名の児童分について、平成24年４月利用分から平
成25年３月利用分までの通所を支援した。

利用者数　２人

１ 目 児 童 福 祉 総 務 費

事 業 名 障害児通所支援事業費 単位：円

３ 款 民 生 費 ２ 項 児 童 福 祉 費
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補

３ 款 民 生 費 ２ 項 児 童 福 祉 費 ２ 目 児 童 措 置 費

事 業 名 子どものための手当 単位：円

事
業
内
容

計
画
値

児童を養育している家庭等の生活の安定に寄与すること及び次代の社会
を担う児童の健やかな成長に資することを目的に、中学校修了までの児童
に児童手当の支給を年３回（６月、10月、２月）に行う。

支給対象延べ子どもの
数　　　　　36,312人

成

果

実
績
値

支給対象となっている３歳未満及び小学校修了前の第３子以降の児童に
15,000円を支給した。
　また、小学校修了前の第１・２子及び中学生に10,000円を支給した。
　
　支給総額  406,555,000円

支給対象延べ子どもの
数　　　　　34,904人

財 源 内 訳
予　算　額 決　算　額

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 一般財源

406,600,000 406,555,000 353,951,352 52,603,648

事 業 名 保育所運営委託事業費 単位：円

事
業
内
容

計
画
値

保護者や同居の親族が仕事や病気、障がい、出産等のため、児童を保育
することができないと認められる場合、保護者からの申込みにより保護者
等に代わって保育所において児童の保育を実施する。
　実施方法は、社会福祉法人遠野市保育協会等への委託による。

私立保育所定員
　遠　野　　 　110人
　神　明　　　　90人
　綾　織　　　　50人
　岩　滝　　　　40人
　附馬牛　　　　40人
　白　岩　　 　110人
　松　崎　　　　60人
　土　淵　　　　80人
　青　笹　　　　90人
　上　郷　　　　70人

定員延べ児童数
　　　　　　 8,880人

成

果

実
績
値

保護者や同居の親族が仕事や病気、障がい、出産等のため児童を保育す
ることができないと認められる場合に、保育所が保護者等に代わってその
児童の保育を実施したことで、保護者等は安心して仕事や病気の回復等に
専念することができた。

１　市内私立保育所年齢別入所人員数（年度末現在）
　　　・０歳児　　　　 98人　　・１～２歳児　　244人
　　　・３歳児　　　　151人　　・４歳児以上　　302人
２　私立保育所入所人員数合計（年度末現在）　795人(定員740人)
３　市外保育所入所人員数  ４人

 年度末現在入所者数
　遠　野 122人(111%)
　神　明　97人(108%)
　綾　織　62人(124%)
　岩　滝　38人 (95%)
　附馬牛　38人 (95%)
　白　岩 119人(108%)
　松　崎　68人(113%)
　土　淵　85人(106%)
　青　笹 105人(117%)
　上　郷　61人 (87%)
　※ 括弧内記載の割
　 合は定員に対する
　 充足率

就所延べ児童数
　　　　　　 9,228人

財 源 内 訳
予　算　額 決　算　額

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 一般財源

250,098,778749,336,000 746,228,030 388,043,572 108,085,680
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３ 款 民 生 費 ２ 項 児 童 福 祉 費 ２ 目 児 童 措 置 費

事 業 名 児童扶養手当給付費 単位：円

事
業
内
容

計
画
値

児童扶養手当法に基づき、児童扶養手当を父、母、養育者に支給するこ
とにより、ひとり親家庭等の生活の安定と自立促進に寄与する。

新規申請者　　　40人
資格喪失者　　　30人
年間支給延べ人数
　　　　 　　3,348人

成

果

実
績
値

支給要件に該当する児童を養育している父、母、養育者に対して児童扶
養手当を支給した。
また、現況届提出の際には、受給資格者との聴き取りのなかで、各種支

援事業について、ニーズにあった説明を行い、ひとり親家庭等生活の安定
と自立促進に寄与した。

　平成25年３月末受給資格者　296人
　　・全部支給者　125人
　　・一部支給者　141人
　　・全部停止者　 30人

新規申請者　　　37人
資格喪失者　　　39人
年間支給延べ人数
　　　　 　　3,284人
 
（うち全部支給者）
　　 　　　　1,518人
 （うち一部支給者）
         　　1,766人

財 源 内 訳
予　算　額 決　算　額

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 一般財源

125,744,000 125,054,063 41,769,453 83,284,610

事 業 名 子育て環境育成事業費 単位：円

事
業
内
容

計
画
値

遠野市少子化対策・子育て支援総合計画（遠野わらすっこプラン）に基
づき、認可外保育施設（ベビーホーム）に入所している児童の保育料及び
企業内託児施設の管理運営に要する経費の一部を助成することにより、児
童の保護者及び企業内託児施設の設置者の経済的負担の軽減を図り、子育
て環境の育成、地域福祉の向上及び保護者等の子育て支援を図る。

１　認可外保育施設
　(1) 施設数　２カ所
　(2) 助成対象児童数
　　　          35名

２　企業内託児施設数
　　　　　　　１カ所

成

果

実
績
値

認可外保育施設（ベビーホーム）に入所している児童の保育料及び企業
内託児施設の管理運営に要する経費の一部を助成することにより、児童の
保護者及び企業内託児施設の設置者の経済的負担の軽減を図り、保護者等
の子育てを支援した。

１　入所児童助成金交付額（児童１人につき１月当たり5,000円）
　　655,000円
２　企業内託児施設助成金交付額
　　（必要経費総額５分の１相当額と500,000円のいずれか低い額）
　　500,000円

１　認可外保育施設
　(1) 施設数　１カ所
　(2) 助成対象児童数
　　　　　　　　13名
　　※１施設廃止によ
　　　り、実績値は減
　　　となった。

２　企業内託児施設数
　　　　　　　１カ所

財 源 内 訳
予　算　額 決　算　額

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 一般財源

1,155,0001,400,000 1,155,000
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３ 款 民 生 費 ２ 項 児 童 福 祉 費 ２ 目 児 童 措 置 費

事 業 名 ひとり親家庭医療費給付事業費 単位：円

事
業
内
容

計
画
値

ひとり親家庭に対し医療費自己負担分の一部を給付し、健康保持と福祉
の増進を図る。対象者は以下のとおり

１　父母 … 母子及び寡婦福祉法に定める配偶者のない女子で、18歳に達
　する日以後の最初の３月31日までの間にある者を扶養している者。
　　なお、平成22年10月からは母子家庭に準じて父子家庭も対象としてい
　る。
２　児童 … 上記１の扶養を受けている児童
３　母子及び寡婦福祉法附則に定める父母のいない児童

対象者数　　　 656人

１人当たり給付費
　　　　　　18,387円

成

果

実
績
値

医療費の自己負担額から、１医療機関ごと1カ月当たり入院は2,500円を
超える額、入院外750円を超える額をそれぞれ給付した。
また、非課税世帯へは自己負担額の全額を給付し、福祉の増進を図っ

た。
　給付対象者は月平均649人で、支給総額は9,778,469円となった。

対象者数　　　 649人

１人当たり給付費
　　　　　　15,067円

財 源 内 訳
予　算　額 決　算　額

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 一般財源

11,729,000 10,066,234 4,189,322 250,969 5,625,943

事 業 名 中学生医療費給付事業費 単位：円

事
業
内
容

計
画
値

市内に在住する中学生及び市内に在住する者に養育される中学生の医療
費の一部を給付し、心身の健康を保持するとともに生活の安定を図り、中
学生の福祉の増進に資する。
（平成24年10月分から給付開始）

対象者数　　   530人

１人当たり給付費
　　　　　　 5,849円

成

果

実
績
値

対象者 502人に対して医療費の自己負担の２分の１の額を給付し、中学
生の健康保持と福祉の増進を図った。
　
　支給総額  662,825円

対象者数　　 　502人

１人当たり給付費
　　　　　　 1,320円

財 源 内 訳
予　算　額 決　算　額

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 一般財源

942,9323,676,000 942,932
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3,496,6134,362,000 3,946,613 450,000

成

果

実
績
値

療育支援教室（のびっこ教室、ジャンプ教室）では、保健医療課や市内
各幼稚園・保育園との連携により、支援が必要と思われる児童の保護者と
の面談を実施した。その結果、療育支援の必要性について理解を得ること
ができ、新規利用者が２名増加した。また、それぞれの個別性を踏まえ、
小集団活動や季節に応じたプログラムを実施し、各参加児童に発達の伸び
が見られた。

日中一時支援事業の利用料助成により、保護者の経済的負担の軽減を
図った。また、児童の生活機能の向上や社会的な自立生活に向けた支援の
充実を図った。

のびっこ教室 ：心身において発達の遅れが認められる就学前の児童を
　　　　　　　 対象
ジャンプ教室 ：発達の遅れが生ずるおそれのある就学前の児童を対象

療育支援教室
開催日数　　　 120日
利用延べ人数　 275人

日中一時支援事業
利用人数　６世帯６人

財 源 内 訳
予　算　額 決　算　額

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 一般財源

事 業 名 わらすっこの育ち療育支援事業費 単位：円

事
業
内
容

計
画
値

何らかの障がい及び発達の遅れ等がある就学前の児童に対し、個別活
動、小集団活動（ホースセラピー、キッズ体操等）を取り入れた療育支援
教室を実施することで、支援が必要な児童の心身の発達を促す。
また、就学している障がい児が、放課後又は休校日に自宅に監護する者

がいない等の理由により、市内の社会福祉事業所に通所（以下「日中一時
支援事業」という。）した際に伴う利用料の自己負担額を助成することに
より保護者の経済的負担を軽減し、療育の支援を図る。

療育支援教室
開催日数 　　　123日
利用延べ人数 　400人

日中一時支援事業
利用人数　６世帯６人

一般財源

3,400,000 3,360,000 3,360,000

財 源 内 訳
予　算　額 決　算　額

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

事
業
内
容

計
画
値

平成24年10月分から給付開始の中学生医療費給付事業の創設に伴い、平
成23年度にシステム改修業務に着手したが、平成23年度内に完了しないた
め平成24年度に繰越を行い改修業務を実施する。

委託業務　　　　１件

成

果

実
績
値

システムの改修業務を実施し、中学生医療費給付事業の円滑な実施を
図った。

委託業務　　　１件

２ 目 児 童 措 置 費

事 業 名 中学生医療費給付事業費（繰越明許費） 単位：円

３ 款 民 生 費 ２ 項 児 童 福 祉 費
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10,650,26711,622,000 10,650,267

成

果

実
績
値

対象者 225人に対して医療費の自己負担分を給付し、寡婦等の健康保持
と福祉の増進を図った。

　支給総額  10,243,925円

対象者数　　　 225人

１人当たり給付費
　　　　　　45,529円

財 源 内 訳
予　算　額 決　算　額

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 一般財源

事 業 名 寡婦等医療費給付事業費 単位：円

事
業
内
容

計
画
値

母子及び寡婦福祉法に規定する寡婦のうち69歳までの者に対して医療費
の一部を給付し、寡婦家庭の健康保持と福祉の増進を図る。

対象者数　　　 225人

１人当たり給付費
　　　　　　42,840円

一般財源

27,674,000 26,753,038 10,780,524 2,372,891 13,599,623

財 源 内 訳
予　算　額 決　算　額

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

事
業
内
容

計
画
値

乳幼児、妊産婦に対して医療費の一部を給付し、適正な医療を確保する
ことにより、心身の健康を保持するとともに生活の安定を図り、乳幼児、
妊産婦の福祉の増進に資する。
乳幼児は出生から６歳に達する日以後の最初の３月31日までの者、妊産

婦については、妊娠５ヶ月に達する日の属する月の初日から出産した日の
属する月の翌月の末日までの者を対象とし、医療費の自己負担の一部を給
付する。

対象者数　　 1,149人

１人当たり給付費
　　　　　　22,406円

成

果

実
績
値

医療費の自己負担額から、医療機関毎に１カ月当たり入院は 2,500円を
超える額、入院外は750円を超える額をそれぞれ給付した。また３歳未
満、非課税世帯へは全額を給付し、福祉の増進を図った。

給付対象者は、乳幼児月平均1,064人、妊産婦月平均84人、支給総額
は、乳幼児18,293,591円、妊産婦7,172,131円となった。

対象者数　　 1,148人

１人当たり給付費
　　　　　　22,183円

３ 目 母 子 福 祉 費

事 業 名 乳児等医療費給付事業費 単位：円

３ 款 民 生 費 ２ 項 児 童 福 祉 費
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一般財源

59,170,000 58,232,937 15,005,090 43,227,847

財 源 内 訳
予　算　額 決　算　額

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

事
業
内
容

計
画
値

　保護者や同居の親族が仕事や病気、障がい、出産等のため、児童を保育
することができないと認められる場合、保護者からの申込みにより保護者
等に代わって保育所において児童の保育を実施する。

市立保育所定員
　 　宮守　 　　45人
　 　達曽部 　　30人
　   鱒沢　     30人

就所定員児童数
　　　　 延べ1,260人

成

果

実
績
値

保護者や同居の親族が仕事や病気、障がい、出産等のため、児童を保育
することができないと認められる児童の保育を実施することにより、保護
者や同居の親族が安心して仕事や病気の回復等に専念することを支援し
た。
 (1) 市立保育所年齢別入所人員数（年度末現在）
　　 ・０歳児　　　　12人
　　 ・１～２歳児　　33人
　　 ・３歳児　　　　23人
　　 ・４歳以上　　　43人
 (2) 市立保育所入所人員合計（年度末現在）
　　 111人（定員105人）

年度末現在入所者数
　　宮守　59人(131%)
　　達曽部26人 (87%)
　　鱒沢  26人 (87%)
 ※ 括弧内の％は定員
　　に対する充足率

就所児童数
　　　　 延べ1,287人

５ 目 保 育 所 費

事 業 名 保育所運営事業費 単位：円

３ 款 民 生 費 ２ 項 児 童 福 祉 費

一般財源

106,367,000 106,367,000 20,079,000 86,288,000

財 源 内 訳
予　算　額 決　算　額

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

事
業
内
容

計
画
値

両親が働いているなど、昼間家庭に保護者がいない児童の放課後の健全
育成を図るため、児童館や児童クラブを利用した学童保育を行うとともに
健全な遊びを通し、児童の健康増進と豊かな情操を育む。

・児童館指定管理委託
・放課後児童健全育成業務委託
　（児童クラブ運営業務委託）
・母親クラブ等運営費補助金

児童館　　　　６カ所

児童クラブ　　５カ所

利用延べ人数
　　　　　 135,500人

成

果

実
績
値

児童の放課後等の健全育成を図るため、管理運営を社会福祉法人遠野市
保育協会に委託し、児童館や児童クラブを利用することで、体験活動及び
伝承活動など児童に健全な遊びの指導や提供を行うことにより、児童の健
康を増進し、豊かな情操を育むなどの事業実施に努めた。
・児童館指定管理委託　　　　　72,693,000円
・放課後児童健全育成業務委託　30,461,000円
　（児童クラブ運営業務委託）
・母親クラブ等運営費補助金　　 3,213,000円

児童館　　　  ６カ所

児童クラブ　  ５カ所

利用延べ人数
　　　　　 135,796人

４ 目 児 童 福 祉 施 設 費

事 業 名 わらすっこの居場所事業費 単位：円

３ 款 民 生 費 ２ 項 児 童 福 祉 費
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一般財源

510,712,000 489,321,146 385,118,564 3,277,118 100,925,464

財 源 内 訳
予　算　額 決　算　額

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

事
業
内
容

計
画
値

生活に困窮する方に対し、その困窮の程度に応じて必要な保護を行い、
健康で文化的な最低限度の生活を保障するとともに、自立助長を実施す
る。

＜保護申請・決定・廃止の状況（平成24年度）＞
１　申請　33件
２　開始　26件 …傷病６、収入の減10、家族の死亡・離別１、
　　　　　　　　転入３、その他６
３　廃止　27件 …就労開始・収入の増３、年金収入の増４件、措置施
　　　　　　　　設入所７、転出５、死亡７、その他１

被保護世帯数 232世帯

被保護人員 　　319人

訪問調査活動 　848件

成

果

実
績
値

１　保護の相談・申請時における適切な窓口対応及び調査の徹底及び、被
　保護世帯に対する受給要件の確認と指導援助の推進により生活保護の適
　正実施が図られた。

２　関係機関との連携により、被保護者の就労支援・社会的自立の充実と
　強化が図られた。

３　平成23年度に入り有効求人倍率の上昇等、雇用情勢には改善がみら
　れ、平成24年度は保護開始件数と廃止件数はほぼ同数と落ち着きが見ら
　れた。
　　保護廃止理由は管外への転出や養護老人施設入所等の「その他」が多
　く、平成13年度以来初めて「その他」が「死亡」を上回った。

被保護世帯数 229世帯

被保護人員 　　313人

訪問調査活動 1,405件

２ 目 扶 助 費

事 業 名 生活保護費 単位：円

３ 款 民 生 費 ３ 項 生 活 保 護 費

一般財源

5,000,000 4,984,392 4,984,392

財 源 内 訳
予　算　額 決　算　額

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

事
業
内
容

計
画
値

保護者等に代わって児童の保育を実施している各市立保育施設の修繕工
事や老朽化した物品の更新を実施し、より健全な保育環境を整備する。

市立保育所数　３カ所

園庭遊具取替修繕工事
　　　　　　　　１件

箱積木セット等の購入
　　　　　　　　７件

成

果

実
績
値

各市立保育施設において、修繕工事や老朽化した物品の更新を実施し、
児童のための健全な保育環境を整備した。
　
１　修繕工事
　(1) 園庭遊具取替修繕工事　　　　　　 　　　3,150,000円
　(2) 宮守保育所物置小屋等修繕工事 外３件　  　844,572円
２　備品購入
　(1) 箱積木セット　　　　　　　　　　　　　　 299,250円
　(2) ポータブルアンプセット　　　　　　　　　 185,640円
　(3) 給食調理室水切付二槽シンク 外４件　　  　504,930円

市立保育所数　３カ所

園庭遊具取替修繕工事
等　　　　　　  ５件

箱積木セット等の購入
　　　　　　　  ７件

５ 目 保 育 所 費

事 業 名 子育て支援環境整備事業費 単位：円

３ 款 民 生 費 ２ 項 児 童 福 祉 費
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